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グリ－ン購入・グリ－ン調達 
概要 

最新情報 

当ｾﾝﾀｰの

活動 

平成７年６月に閣議決定された「率先実行計画」の見直しがなされて、平成 12 年度中に
法制化することが、与党の政策協議で合意された。この結果生まれたのが「国等による環

境物件等の調達に関する法律(グリ－ン購入法)」で、平成 12年５月に公布された。そして
平成 13 年４月１日から全面施行になっている。追記すれば、法律に基づく政府機関のグ
リ－ン調達制度としては世界で始めて開始されたことになっている。 
国等以外に、地方自治体、民間企業のグリ－ン購入・グリ－ン調達に影響している。 

＜関連法規の動き＞ 
・「環境物品等の調達に関する基本方針」(平成 13年２月) 
対象品目は、14 分野 101 品目が特定されているが、その判断基準も含めて、毎年の見
直しを通じて次第に拡大されることになっている。 
・「グリ－ン購入基本原則」(2001.6.12)(グリ－ン購入ネットワ－ク(GPN)による) 
＜関連技術の動き＞ 
・エコラベル制度(日本ではエコマ－ク制度)(日本環境協会による) 
・商品選択のための環境デ－タブック(グリ－ン購入ネットワ－ク(GPN)による) 
・トップランナ－方式(省エネルギ－法による消費エネルギ－の判断基準) 
・エネルギ－スタ－制度(OA機器の消費エネルギ－基準) 
＜業界の動き＞ 
・グリ－ン購入ネットワ－ク会員合計 2,707団体(企業 2,078、行政 362、民間 269、’02) 
・グリ－ン購入ガイドライン(16種)、環境デ－タブック(16分野、約 8500製品) 
・グリ－ンステ－ション(商品 9909種、95社、2002.10) 
・エコマ－ク商品(類型数 64、商品ブランド数 5308、認定企業数 1826、2002.9) 
・エコプロダクツ展示会(毎年 12月開催、日経エコロジ－ECO PRODUCTS GUIDE発行) 
・国等以上にグリ－ン購入に熱心と思われる地方自治体もある。 
・民間企業なども「グリ－ン調達」に熱心で、ビジネスにインパクトを与え始めている。 
＜今後の課題＞ 
グリ－ン購入品が高価で種類がまだ少ないこと。利害関係者が多く判断基準の決定困難。 
＜セミナー・出版物の紹介＞ 
グリ－ン購入・調達実践マニュアル (平成 13年 7月 31日発行、新技術開発センタ－) 
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